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新中期経営計画の概要 ｢NEXT STEP 2023 ｣で取組む戦略 
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Ⅰ. お客さまに寄り添い共に進化し続けます 

①個人ビジネス 

②法人ビジネス 

③地方創生 

④店舗・チャネル 

 

Ⅱ. お客さまの未来のために新たな価値を 

              創造し続けます 

⑤デジタル・情報 

⑥新事業 

 

Ⅲ. 提携戦略を高度化します 

⑦他行連携 

⑧異業種連携 

 

Ⅳ. サステナブルな経営を実現します 

⑨人材 

⑩BPR 

⑪SDGs 

⑫経営管理態勢 
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1,440  
1,494  1,522  1,525  

831  828  811  820 

609 
665 685 704 

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3

3 

全ての職員が 
輝く働き方 
改革の実現 

持続的成長に 
向けた 

経営態勢の 
強化 

■ダイバーシティ推進 
 ・女性管理職比率の上昇 
 ・コース制改定 

■働き方改革 
 ・電子ワークフロー、テレワーク導入 
 ・フレックス制導入 
 

■戦略的アライアンス 
 ・TSUBASAアライアンス加盟行拡大 
 ・千葉・武蔵野アライアンス深化 
 ・千葉・横浜パートナーシップ締結 

■業務効率化 
 ・事務の本部集約、TSUBASA Smile 

■ESG課題への対応 
 ・SDGs宣言、統合報告書発刊 
 ・グループチーフオフィサー制導入 
 

■事業性評価・地方創生 
 ・法人ソリューション関連手数料の増加 
 ・自治体との連携強化 

■個人向け総合金融サービスの提供 
 ・ほけんの窓口との連携 
 ・相続関連業務の拡大 

■デジタル化に対応した新たなサービス 
 ・API共通基盤、デジタル通帳 
 ・消費者ローンの非対面チャネル拡充 

■首都圏でのリテール基盤の拡充 
 ・都内拠点新設（恵比寿、池袋、浜松町） 
 
 
  

お客さまとの
共通価値の 
創造 

＜主要課題における主な成果＞ 

開示 

2020年3月期に目標とする指標 進捗状況 

親会社株主に帰属する当期純利益 600億円 510億円（2020/3開示） 

連結ROE（株主資本ベース） 7％台 6.15%（2019/3実績） 

連結普通株式等Tier1比率 12％台 12.12％（2019/12実績） 

貸出金残高 10.5兆円 10.6兆円（2019/12実績） 

預金残高 12.5兆円 12.5兆円（2019/12実績） 

グループ預かり資産残高 2.5兆円 2.0兆円（2019/12実績） 

前中期経営計画の総括 
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トップライン増強・コスト削減による本業収益の拡大 

業務粗利益 

経費 

業務純益 

1,440 1,494 1,522 1,525

831 828 811 820

609 665 685 704

0

500

1,000

1,500

2,000

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3

(億円)
業務粗利益 経費 業務純益
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環境認識 

4 

1,263  

1,422  
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500
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1,700
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実績 

17年度 

実績 

18年度 

実績 

19年度 

見込 

中計 

（億円） 

広告宣伝効果等もあり、着実な残高増
強により目標達成見込み 

テーマ 環境認識 

ＳＤＧｓ 持続的経営に向けた 
意識の高まり 

社会全体で持続的経営に対する要請が高まっており、ＳＤＧｓの浸透や環境問題への意識の高まりなどにより、従来の社
会的価値・経済的価値が大きく変容し、企業のビジネスモデルや金融のあり方が変化 

千葉県 人口減少・高齢化率
の高まり 

郡部を中心に人口は減少に転じ、高齢化率も高まっていく 
（銚子・九十九里・南房総地域：2030年時点で人口▲19.1％、高齢化率42.5％と推計） 

大型開発の進展 成田空港の機能拡張や圏央道の全線開通など大型開発・インフラ整備が進展するほか、都市部における生産・物流拠点
としての機能強化、地方部における観光拠点としての機能強化など、地域特性に応じた発展が進む 

金融環境 マイナス金利の継続 マイナス金利は当面継続することが予想されるが、景気回復を伴わない金利上昇のリスクも否定できず、いずれにしても本業
である預貸業務への影響は避けられない 

超高齢社会 経営者の代替わり 当行融資先の経営者の平均年齢は57歳で約4割が60歳超(経営者交代の平均年齢：69歳） 
今後10年程度で当行融資先の経営者の約4割が代替わり 

超高齢社会への対応 超高齢社会が進展するなか、認知症対策など金融機関に求められる役割が高度化・多様化 
一方で健康寿命が延びることに伴い、アクティブシニアが増加 

技術・顧客の変化 デジタル世代への移
行 

デジタルリテラシーの高い40代・50代の経営者への代替わり 
デジタルに慣れ親しんだ世代である20代がローンや保険等の主要顧客へ 

デジタル技術の進展 キャッシュレス化など国をあげてデジタル化が進展。異業種の参入、送金規制の緩和などにより銀行の従来業務における競
合が激化する。一方で、銀行業界においても規制緩和が一層進み、事業領域が拡大。 

顧客の価値観の変化 コト消費/シェアリングエコノミー進展により、モノを所有する価値観が薄らいでいく 
住所を固定しない「デュアルライフ派」の増加や、副業・週休3日/4日の増加など、生活・働き方が一層多様化していく 

人材 生産年齢人口の減
少 
中途採用環境 

生産年齢人口が減少していくほか、就職希望企業の変化により当行グループにおける新卒採用環境の悪化が懸念される 
一方で、人材の流動化が進み、転職市場が活性化することで、中途採用環境が良化 

災害 地震・台風 甚大な台風被害が発生するなど、自然災害の激甚化が進んでおり、従来以上に対策を強化することが求められる 
また、こうした自然災害の激甚化を抑制していく観点からも、気候変動など環境問題への対応が必要 

ＳＤＧｓ 
・持続的経営に向けた意識の高まり 
・自然災害への対策強化 

金融環境 ・マイナス金利の継続 

地域経済 ・首都圏の優位性 
・大型開発・インフラ整備の進展 
・地域特性に応じた機能強化 

人口減少 
・高齢化 

・地方部を中心とした人口減少・高齢化率の高まり 
・生産年齢人口の減少 

デジタル ・デジタル技術の進展 
・デジタル世代への移行、価値観の変化 
・規制緩和に伴う事業領域拡大の可能性 

ブランド・ 
事業基盤 

・地域密着の事業活動で培って 
 きたお客さまからの信頼感 
・グループ一体の総合金融サービス 

人口推計・高齢化率 
2020年 
（千人） 

2030年 
（千人） 65歳超 65歳超 

千葉県 6,269 28.5% 6,104 31.2% 

東京湾沿岸 2,774 25.7% 2,782 28.2% 

常磐・TX沿線 1,389 28.0% 1,370 30.7% 

アクアライン・圏央道沿線 803 31.1% 751 34.6% 

成田空港周辺・印旛 813 29.9% 781 33.9% 

銚子・九十九里・南房総 490 38.5% 420 42.5% 

4 

・持続的経営に向けた意識の高まり ・自然災害への対策強化 

・デジタル技術の進展 
・デジタル世代への移行、価値観の変化 

・規制緩和に伴う事業領域拡大の可能性 

・地方部を中心とした人口減少、 
 高齢化率の高まり 
・生産年齢人口の減少 

・地域密着の事業活動で培ってきた 
 お客さまからの信頼感 
・グループ一体の総合金融サービス 

・首都圏への機能集中 
・大型開発、インフラ整備の進展 

・地域特性に応じた創生戦略 

・マイナス金利の継続 

デジタル 

人口減少・高齢化 

金融環境 

ブランド・事業基盤 

SDGs 

地域経済 

40.4％ 

＜県内貸出金シェア＞ 

26.0％ 

＜県内預貯金シェア＞ 

地域での 
圧倒的な存在感 

成長機会 

リスク 
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新中期経営計画の概要 

当行グループが果たすべき使命 
お客さまや地域社会のパートナーとして最新の金融サービスを提供し、 
地域経済の持続的な発展に貢献する 

 金融機能の深化と地域金融の新たなモデル構築による、「カスタマー・エクスペリエンス」の向上 ビジョン 

基本方針 

基本方針Ⅱ 

「お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます」 

■デジタルテクノロジーやあらゆる情報資源を活用して、お客さまに 

  新たな価値を提供します 

■銀行の枠組みを超えたチャレンジを重ね、新たな価値を創出します 

「提携戦略を高度化します」 

■お客さまに寄り添い、新たな価値を提供するため、他行連携・異業種連携を一層強化していきます 

「サステナブルな経営を実現します」 

  ■人材育成の強化や多様なワークスタイルの実現により、働きがいのある会社づくりに努めます 

  ■ガバナンス・コンプライアンス・リスク管理など内部管理態勢を一層強化します      

基本方針Ⅳ 

基本方針Ⅲ 

「お客さまに寄り添い共に進化し続けます」 

■個人のお客さまの生活に寄り添った相談相手になります 

■法人のお客さまの多種多様な経営課題を解決する 

  最良のパートナーとなります 

■利便性と相談力の向上を両立させた店舗づくりを進めていきます 

基本方針Ⅰ 

 第１４次中期経営計画  ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ ～未来へ、つながる・超える～ 
（計画期間 2020年4月1日～2023年3月31日） 

名 称 

5 
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重要戦略・目標とする指標 

重要戦略 

 

Ⅰ. お客さまに寄り添い共に進化し続けます 
          ①一人一人の生活に寄り添った相談機能の強化 

          ②パートナーとしての経営課題解決力の強化 

          ③地域課題解決力の向上による地方創生の取組強化 

          ④お客さま接点の強化を支える店舗機能などの最適化 

 

Ⅱ. お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます 
          ⑤デジタルテクノロジーやあらゆる情報資源の活用による新たな価値の提供 

          ⑥既存ビジネスの枠組みを超えた新たなサービスの創出や新事業の展開 

 

Ⅲ. 提携戦略を高度化します 
          ⑦他行連携の高度化 

          ⑧異業種との連携強化 

 

Ⅳ. サステナブルな経営を実現します 
          ⑨働きがいのある会社づくりと人材育成の強化（組織風土と人材） 

          ⑩生産性の向上と多様なワークスタイルの実現 

          ⑪地域と一体となったＳＤＧｓの取組強化 

          ⑫強固な経営基盤の構築 
 

目標とする 
指標 

親会社株主に帰属する当期純利益 連結ROE 単体OHR 

600億円 6％台半ば 50％台前半 

6 

個人ビジネス 

地方創生 

法人ビジネス 

店舗・チャネル 

デジタル・情報 

新事業 

他行連携 

異業種連携 

人材 

SDGs 

BPR 

経営管理態勢 
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主要計数 

  
2019/3 
実績 

2020/3 
開示 

2023/3 
目標 

増減 

業務粗利益 1,522 1,525 1,640 +115 

経費（△） 811 820 855 +35 

実質業務純益 711 705 785 +80 

与信関係費用（△） 113 74 88 +14 

経常利益 670 700 789 +89 

当期純利益 480 482 560 +78 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

504 510 600 +90 

 
■資金利益 （⇒ P8） 
・首都圏を中心とした貸出金増強 
・海外ビジネス増強、資金運用力強化 
 
■役務取引等利益 （⇒ P9） 
・キャッシュレス +31 
・法人ソリューション関連 +14 
・信託･相続関連業務 +9 
・金融商品販売、他 +15 
 
■経費 （⇒ P10） 
・新本部棟関連 +25 
・効率化、新事業、他 +43 
・既存経費削減 ▲33 

7 

510  

600  

資金利益 

43 

役務利益 

69 

その他業務 

3 その他 

12 

連単差 

12 

経費 
▲35 与信費用 

▲14 

2020/3 資金利益 役務利益 その他業
務 

経費 与信費用 その他 連単差 2023/3 

親会社株主に帰属する当期純利益の増減内訳 

（億円） 

主なポイント 

投資計画（３年間合計） 

戦略的投資 130 

対お客さま向け 
（デジタル・新サービス等） 80 

経営態勢強化 
（業務効率化・内部管理等） 50 

通常管理投資 
（法対応・更改投資） 120 

投資合計  
(本部棟関連を除く) 250 

開示 計画 

+90 



1,003  

981  

968  968  

991  

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2023/3

底打ち 

+23 

1,172  

1,196  

事業法人向け貸出 

+13 

無担保ローン 

+15 他 

+1 

住宅ローン 
▲3 

公共 
▲2 

2020/3 事業法人向け貸出 無担保ローン 住宅ローン 公共 他 2023/3 

86,745  

91,316  

95,459  

101,080  

114,150  1.15％ 
1.07％ 

1.01％ 
0.95％ 

0.87％ 

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2023/3

57  

75  

外債運用 

+10 

海外店 

+7 

外債ファンド 

+3 

外債発行他 
▲2 

2020/3 外債運用 海外店 外債ファンド 外債発行他 2023/3 
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資金利益 
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（億円） 

平残計画 

506  496  485  479  476  

509  491  485  480  482  

1,015  988  970  959  959  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2023/3

(億円) 

上期 

下期 

半期の資金利益反転 
(2009/3期以来) 

国内資金利益推移 
2020/3                                  2023/3 
 見込み                                   計画 

平残計画 

2020/3                         2023/3 
 見込み                          計画 

2020/3 
見込み 

2023/3 
計画 

増減 施策・状況 

事業法人
向け貸出 

59,800 69,000 +9,200 
• 首都圏シェアアップ 
• 残高増加が利回り低下要因を上
回り､利益増加 

無担保
ローン 

1,660 2,080 +420 
• AIを活用した事前与信等により
推進 

住宅 
ローン 

35,500 38,800 +3,300 
• 成長地域の人員増加 
• 残高増加も利回り低下要因が 
大きく､利益減少 

公共 4,120 4,270 +150 • 利回り低下により利益減少 

2020/3 
見込み 

2023/3 
計画 

増減 施策・状況 

外債 
運用 

1,640 2,960 +1,320 
• 低リスクの債
券積上げ 

海外
店 

5,290 7,000 +1,710 
• 海外進出支援 
• 高格付先への
投資拡大 

円貨 貸出金平残･平均利回り推移 

見込み          計画 

利回り低下により減少傾向にあったものの､残高
増加要因が打ち返し､2019･2020/3期に底打ち 

円貨貸出金の資金利益 +23 

外貨資金利益 +19 

 比較的低リスクでスプレッド確保可能な債券
の積上げ 

 お客さま(提携行のお客さまも含む)のニーズ
に沿った海外進出支援 

 外貨ファンド残高の積み上げ 

足許は､新型コロナウィルスの影響で市場が
混乱していることから、慎重な運用を行う
ものの、中期的に経済活動が正常化する過
程で残高を積み上げていく。 

外貨 資金利益 

+24 

円貨 貸出金利息 推移 

見込み          計画 

円貨 資金利益 



231  

300  

キャッシュレス 

+31 

法人 
ソリューション 

+14 

信託･相続 

+9 

金融商品販売 

+9 

新サービス他 

+20 

団信･保証料 
▲14 

2020/3 キャッシュレス 法人ソリューショ

ン 

信託･相続 金融商品販売 団信･保証料 新サービス他 2023/3 
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役務取引等利益 

  

9 

（億円） 

2020/3                                  2023/3 
  開示                                    計画 

2020/3 
見込み 

2023/3 
計画 

増減 施策・状況 － 

キャッシュレス 
（グループ合算） 

64 95 +31 
• 2019年10月から開始した本体での加盟店事業拡大 
• 2020年上期から、本体で｢TSUBASA Visaデビットカード」発行 

P21 

法人ソリューション 110 124 +14 
• 多様なニーズに対応した新たなファイナンススキームの提供 
• 事業承継等の企業の経営課題への対応 

上記グラフ 
P16､17 

信託･相続 13 22 +9 
• 本部人員増員等により推進強化 
• 認知症対応商品など環境変化に合わせた商品提供 

P15 

金融商品販売 82 91 +9 
• ライフデザインシステム等の販売ツール活用 
• 資産形成層への保障性保険販売強化 

上記グラフ 

新サービス他 － － +20 
• アプリ･法人ポータルの収益化 
• ローン関連手数料の増強等 

－ 

住宅ローン取扱増加に伴う
団信･保証料増加 

法人ソリューション関連 

52  

83  88  

12  

20  

29  

4  

7  

7  

68  

110  

124  

2017/3 2020/3 列1 2023/3計画 

非ファイナ

ンス関連 

ファイナン

ス関連 

他 

2017/3  2020/3    2023/3 
      見込み         計画 

金融商品販売 

42  
28  29  

33  

18  
8  

23  

30  47  

6  

6  
8  

103  

82  
91  

2017/3 2020/3 列1 2023/3計画 

一時払い 
保険 

投信販売 
信託報酬 

保障性保険 

紹介型仲介 

2017/3  2020/3    2023/3 
      見込み         計画 

役務取引等利益 

+69 



53 

27 

14 

2 

11 

1 △ 0 △ 2 △ 4 0 

11 
7 8 

2009/3 

8bp 

820  

855  

新本部棟 

+25 

効率化投資 

+10 

キャッシュ 
レス関連 

+10 

新規経費 

+20 

他 

+3 

経費削減策 
▲33 

2020/3 新本部棟 効率化投資 キャッシュレス関

連 

新規経費 経費削減策 他 2023/3 
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経費・与信関連費用 

10 

（億円） 

平残計画 

2020/3                                  2023/3 
  開示                                     計画 

主な経費削減策 

項目 主な施策 

人材投資 
•研修･トレーニー制度の拡充 
•人事情報のデータ化､デジタル化 

店舗･設備投資 
•店舗ネットワークの見直し 
•リモート端末活用､Web予約システム導入 

デジタル投資 
•アプリ･法人ポータル 
•顧客情報･取引履歴の一元管理 
•生産性向上のためのRPA､AI活用 

その他 
•BCP対策の高度化 
•マネロン対策の高度化 

主な新規経費 

2023/3 
計画 

項目 主な施策 

人件費 
•各種効率化施策による時間外削減､必要人員圧縮 
•退職給付費用削減 

店舗･ATM･建物 
•店舗機能の見直し 
•不採算ATMの廃止､共同化 

システム 
外部委託 

•不要な業務､商品の廃止（やめるプロジェクト） 
•クラウド化によるシステム軽量化 
•外部委託の内製化･共同化 

提携活用 
•TSUBASAプラットフォーム構想の実現 
•各種システム共同化の一層の促進 

経費 

与信関係費用比率 

+35 

平均10bp 

2020/3 
開示 



115 
120 117 122 133 

99 
149 139 

149 
99 

215  

270  
257  

272  

233  

40.9％ 

55.5％ 
51.9％ 

56.8％ 

48.4％ 

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3(億円) 

配当総額 

自己株取得
総額 

株主還元率 
(単体) 

14  15  15  16  
18円 

20.7% 
22.7% 

21.8% 

24.3% 
26.2% 

0

5

10

15

20

25

30

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3

1株当たり配当金 配当性向 

単体 
当期純利益 

525 486 496 480 482 

1株当たり 
配当金 

14 15 15 16 18 
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資本政策 

12.12％ 

4

6

8

2019/12 2023/3 2028/3

(兆円) 

CET1比率 

リスク 
アセット 

フロア調整 

成長に向けた投資と健全な資本基盤のバランスを勘案
した株主還元を行う 
 
■配当 
利益成長をつうじた1株当たり配当金の安定的な増加を
目指す 
 
■自己株式取得 
柔軟かつ機動的な自己株式取得による資本効率の向上
に努める 

見込み 

(見込み)→ 

11 

株主還元実績･見込み 株主還元方針 

連結CET1比率 見込み 

フロア調整により､リスク

アセットがかさ上げ 

バーゼルⅢ最終化に向け

フロア調整の抵触が無く

なり､CET1比率上昇 

バーゼルⅢ完全実施に

向けて､フロア調整が

復活し､CET1比率低下 

バーゼルⅢ最終化 
（１年延期を反映） 



「NEXT STEP 2023」で取組む戦略 

12 
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～未来へ、つながる・超える～ 

 基本方針Ⅰ 

Ⅰ お客さまに寄り添い共に進化し続けます 

「未来へ、つながる」価値の提供 【既存業務の深掘り】   
 
当行グループの従来からの取組みをお客さま起点で進化させ、 
お客さまや地域にとって、真に価値あるサービスを提供する 

目指す姿 

お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます Ⅱ 

提携戦略を高度化します Ⅲ 

サステナブルな経営を実現します Ⅳ 
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対話 

データ蓄積 
分析 

ニーズ 
把握 

コンサル
ティング 

 基本方針Ⅰ「お客さまに寄り添い共に進化し続けます」 
  【全体像】 

 情報の一元化・活用強化に向けた 
システム構築 

 専門人材を中心とした高度なマーケ
ティング手法の確立 

 商流などの実態把握高度化 

 業界・産業分析の高度化 

 企業との対話力強化に向けた人材の高
度化 

お客さま情報の活用強化 

事業性評価を通じた事業内容や 
経営課題の一層の把握 

 ライフプランシミュレーションの活用
強化 

 コミュニケーション能力を高める実践
型研修の実施 

本質的なニーズの把握と対応力強化 

 ライフイベントに応じた情報提供の一
層強化 

 各種ローンにおけるニーズ喚起強化 

 お客さまの資産状況に合わせたサービ
ス提供 

あらゆるライフイベントでの最適な
サービス提供 

 アドバイザリー業務による高度なコン
サルティング 

 スキル高度化によるM&A･事業承継への
取組み強化 

 多様な資金調達手段提供に向けたスト
ラクチャードファイナンス強化 

多種多様な企業の経営課題にお応え
するコンサルティング機能の強化 

対話･コミュニケーション力の強化 

 実践型研修の実施等による人材力強化 

 ツールの高度化 

お客さまの深い理解 
本質的なニーズ把握・経営課題把握 

コンサル力の強化 

 商品ソリューション拡充 

 グループ機能高度化 

 本部の専門部隊 

 お客様情報の一元化 

 営業融資支援システムによる商流などの 
実態把握高度化 

 情報活用に向けたシステム構築 

 専門人材を中心とした高度なマーケティング手法確立 

 

 
一人一人の生活に寄り添った相談機能の強化 

個人ビジネス 重要戦略① 

 超高齢化社会における、お客さまの悩み解決や希望に 
こたえるサービスの提供 

 お客さまの資産状況に合わせたサービスの提供 

あらゆるライフイベントでの 
最適なサービス提供 

 
パートナーとしての経営課題解決力の強化 

法人ビジネス 重要戦略② 

 高度なスキルを活用したM&A･事業承継への取組 

 外部パートナーを活用しビジネスマッチング等を 
コーディネート 

 海外ネットワークを活用した海外事業のサポート 

多種多様な企業の経営課題にお応えする 
高度なコンサルティング・サービス拡充 

 
地域課題解決力の向上による地方創生の取組強化 

地方創生 重要戦略③ 

 地域の課題に合わせた地方創生へのグループ一体となった取組 

 自然災害からの復旧･復興に向けた継続的支援 

 自治体･地元企業･大学等と連携した協業体制 

 
お客さま接点の強化を支える店舗機能などの
最適化 

店舗･チャネル 重要戦略④ 

 相談対応力向上に向けた店舗機能の高度化･最適化 

お客さま 

お客さま起点で考え、最適なサービスを、最適な方法で、最適なタイミングで提供し、カスタマー･エクスペリエンスを向上 
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749 1,043 
513 

657 
1,263 

1,700 
2,150 

2017/3 2020/3 列1 2023/3計画 

(億円) 

カード

ローン 

目的別

ローン 

32,817  

36,300  

40,000  

2017/3 下 2020/3 下 2023/3 計画 

(億円) 

個人ビジネス 

12,318戸 12,536戸 12,454戸 12,645戸 

14,173戸 

17,623戸 

14,357戸 

17,345戸 

2016年 2017年 2018年 2019年 

持家 

分譲 

【環境認識】千葉県新設住宅着工件数 

ライフデザインシステムなど 
の販売支援ツール・研修拡充 

スマホアプリ 

ホームページ 

メール・プッシュ通知・DM 

コンタクトセンター 

非対面（デジタル） 

常にデジタル接点があるが、 
相談したい時は対面を選択できる 

PB（プライベートバンキング） 

MC（店頭相談窓口） 

本部・専門家による高度なコンサルティング 

渉外を基本としたきめ細かなコンサルティング 

対面（渉外・店頭） 

富裕層 
（預金残高1千万円以上） 

約28万人 

資産形成層 

約402万人 

家計相談､ライフプラン相談､保険の見直し 

AC（エリアコンサルタント） 
LC（渉外・ラウンジテラー） 

ほけんの窓口 

窓口への専担者配置による資産形成サポート 千葉県における安定した住宅供給 
 ⇒ 住宅ローンの取込強化 

結婚 こども誕生 
マイホーム 
マイカー 

教育 安心な老後 もしもの備え 

一人一人異なるお客さまのニーズに最適なサービス提案 

1.7 1.8 1.9 

3.2 3.3 3.5 3.7万人 

7.1% 7.4% 7.5% 

12.7% 12.8% 13.2% 13.6% 

2012 2014 2016 2018

課税対象者数 

課税割合 
(課税対象÷死亡者) 

相続税法改正により
対象者が増加 

【環境認識】相続税の 課税対象者数･課税割合 

※出所：東京国税局 （対象地：東京､千葉､神奈川､山梨) 

2.3 2.5 3.0 3.4 3.9 
4.9 

6.3 
7.9 

9.3 
10.7 

12.2 
13.5 

15.0 
17.3 

458件 
420件 

633件 

505件 

682件 

799件 
878件 

2017/3 上 2017/3 下 2018/3 上 2018/3 下 2019/3 上 2019/3 下 2020/3 上 2020/3 下 列2 2023/3 計画 

(手数料:億円) 

手数料収入 

保管中遺言の
将来執行収入 

千葉銀行 相続･信託関連 取扱件数･手数料 

上期  下期  上期  下期  上期  下期  上期  下期(見込)   計画 
 2017/3    2018/3    2019/3     2020/3     2023/3 

5  

13  

22  

9  

19  
32  

878件 

1,756件 

2,776件 

2017/3 2020/3見込み 列2 2023/3(計画) 

(手数料:億円) 

手数料収入 

保管中遺言の
将来執行収入 

相続･信託関連 取扱件数･手数料 

2017/3  2020/3      2023/3 
      見込み       計画 

56件 

328件 

418件 

504件 
527件 

558件 

2016下 2017上 2017下 2018上 2018下 2019上 2023計画 

2016下 
提携開始 

2017上 
提携開始 

他行との相続関連業務提携 申込実績 

  下期   上期    下期  上期   下期    上期            計画 
2017/3  2018/3       2019/3   2020/3       2023/3 

住宅ローン残高 

無担保ローン残高 

2017/3  2020/3      2023/3 
      見込み         計画 

2017/3  2020/3      2023/3 
      見込み           計画 

富裕層 
(預金残高1千万円以上) 

約28万人 

資産形成層 

約402万人 デジタル機能の拡充により、店頭取
引同様のサービスを非対面で提供可
能な体制 

非対面 (デジタル) 対面（渉外・店頭） 

渉外 

店頭 

常にデジタル接点があるが､
高度な相談は対面を選択 

店頭機能強化によ
りサービス力向上
と効率化を両立 

デジタル武装､ 
専門性の高度化､ 
人材力強化により
相談力向上 

 
 
 

ライフデザインシステム等 
の販売支援ツールも活用 

一人一人の生活に寄り添った相談機能の強化 重要戦略① 

お客さま 

対話 

ライフデザインシステム
等の販売ツール 

口座変動･取引履歴 
アプリ利用履歴 

ライフイベント把握 

常にデジタル接点があるが､
高度な相談は対面が補完 

一人一人のお客さまに最適なサービスを提供 

口座開設 
相続・遺言 
信託 

住宅ローン 
マイカーローン 

不動産有効活用 資産運用 保障性保険 

新事業･異業種連携も活用し､生活動線上で相談できる銀行 

新事業･異業種
連携も活用 

事前に借入 
可能額を連絡 

ライフプラン 
シミュレーション 

生活動線上で相談できる銀行 

資産運用 

各種ローン 

保障性保険 

相続･ 
信託 

不動産 
有効活用 
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外部 
パートナー 

アドバイザリー活動 

 法人ビジネス① 

事業性評価 
(分析･評価) 

ソリューション
提案 

ソリューション
成約 

事業性評価 
(分析･評価) 

課題の共有･ 
解決に向けた
取組み 

パートナー（アドバイザー）として 
継続的な対話により潜在的な課題発掘 

1.0万先 
1.8万先 

2.7万先 
3.2万先 

3.5万先 
23.5% 

40.2% 

58.0% 
67.3% 

72.8% 

2016/3 2018/3 2019/12 

事業性評価に基づく融資を 
行っている先数･割合 

アドバイザリー契約件数･手数料 

0.2億円 1.9億円 

4.5億円 4先 

55先 

100先 

2019/3 2020/3 2023/3 

(2020年3月時点) 
相談受付件数 約200件超 

       見込み           計画 

取引先の事業内容や成長可能性等の評価(事業性評価)をつうじた、融資などのソリューション提案。 

一定の取引先の事業性評価実施済。 
 ⇒ 実態把握や産業分析の高度化を 
   進めていく 

企業価値の創造 

28億円 

40億円 

2020/3見込み 2023/3計画 

連単差 証券 
資産運用 

リース 
ベンチャーキャピタル 

 調査 
コンサルティング 

クレジットカード 

人材紹介 
業務委託 

信用保証 
債権管理 

コンサル営業強化 

銀証連携 
新規出店 
運用力強化 

新たなリース商品導入 

外部保証
の内製化 

法人カード提案強化 

人材紹介強化 

成長分野の機能強化･高度化に
向けて本体から20名を再配置 

中期経営計画の策定､外部環境調査､資金
調達に伴う事業分析など､様々な経営課題
を抱える取引先企業へ解決策を提供 

海外進出 

M&A 
事業承継 

余資運用 

販路拡大 

資本増強 

設備投資 

デジタル化 

多角化 

商品開発 

人材確保 

保険 

企業の抱える様々な 
ニーズ･課題が起点 

総合的なソリューション提供 

海外 
ネットワーク 

パートナーとしての経営課題解決力の強化 重要戦略② 

事業性評価を発展させ、 
最適なソリューションを提供し､企業価値を創造 

グループ会社の機能高度化 
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第１４次 中期経営計画 
 

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

11億円 13億円 

7,052件 

2020/3 2023/3 計画 

0.1億円 

1.0億円 
53先 

160先 

2020/3見込 2023/3計画 

(2020年3月時点) 
情報件数 約500件超 

0.80  

2.27  

0.44  

1.31  

2010年 2013年 2016年 2019年 

※出所：千葉労働局 

有効求人倍率 

新規求人倍率 

2億円 3億円 

10億円 11件 
18件 

2016/3 2020/3 2023/3 計画 

他､事業承継サポート 
80件(2020年3月期) 

ロンドン支店 

バンコク駐在員事務所 

シンガポール駐在員事務所 

上海駐在員事務所 
香港支店 

ニューヨーク支店 

法人ビジネス② 

M&A件数･手数料 

2016/3 2020/3     2023/3 
     見込み      計画 

人材紹介の内定件数･手数料 

千葉銀行 M&A成約件数･手数料 

0.7億円 
1.1億円 

1.5億円 

2.7億円 

1.8億円 

3.1億円 

1.4億円 1.2億円 1.1億円 

2.8億円 

5先 6先 5先 

11先 
13先 

7先 
9先 10先 

4先 

14先 

2016/3 上 2016/3 下 2017/3 上 2017/3 下 2018/3 上 2018/3 下 2019/3 上 2019/3 下 2020/3 上 2020/3 下 2023/3 計画 上期   下期   上期  下期  上期  下期  上期  下期  上期  下期(見込)   計画 
 2016/3    2017/3    2018/3    2019/3     2020/3     2023/3 

M&A 
担当者数 

3名 6名 10名 
事業承継・M&A・ビジネスマッチング 

潜在ニーズは高く､広域･首都圏の提携に加えて､ 
外部機関を積極活用して取組み強化 

千葉・横浜 
パートナーシップ 

294  315  526  616  

1,816  

2,180  

2,814  
3,000  

2016年 2017年 2018年 2019年 

うち 
事業承継 

※出所：レコフ 

294  616  

1,816  

3,000  

2016年 2019年 

うち 
事業承継 

※出所：レコフ 

国内 M&A件数 
人材紹介 

千葉県企業の求人ニーズは高止まりしており､プロ人材の
活用･外部データベースの活用等により取組み強化 

2020/3       2023/3 
 見込み        計画 

海外進出サポート 

936  

1,525  
790  

867  

2,358  

3,136  

2016/3 2019/12 2023/3(計画) 

(百万米㌦) 

債券 

日系 
ローン 

非日系
ローン 

日系企業の海外進出･海外事業
支援に加えて､海外PJ･非日系先
への貸出増強､債券投資拡大 

海外店における与信残高 

地銀最大級の海外ネットワークを活用して 
海外進出･海外事業の支援強化 

2019/12時点：債券･ローン計5,528百万㌦ 
         (2016/3比+35％) 

データ 
ベース 

千葉県 求人倍率 

ちばぎん 
キャリアサービス 

情報をトスアップ 

ビジネスマッチング件数･手数料 

外部機関 

企業の潜在的な課題の解決に向けた様々なソリューションを提供 

2020/3          2023/3 
 見込み         計画 
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第１４次 中期経営計画 
 

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

 地方創生 

地方自治体 

地元企業 大学 

地域住民 

 自治体の地方創生事業の設立支援 

 ちばぎん総研での地方版総合戦略等
の支援事業 

 地方公共団体とのリレーション強化 

 企業誘致･地域開発の強化 

 地方創生融資･ファンドを活用
した金融面からの地方創生支援 

 災害復興ファンドなどの自然災害の
復興支援･対応力強化 

 企業誘致による地域雇用創出 

 大学･保険会社等と連携した高齢者
研究コンソーシアムの構築 

成田エリア開発 

成田空港第3滑走路(C滑走路) 
国際医療福祉大学（2017年医学部開学） 
・附属病院（2020年開業予定） 

オリンピック／パラリンピック開催 

千葉市 幕張メッセ 
（フェンシング・テコンドー・レスリング他） 
長生郡一宮町 釣ヶ先海岸（サーフィン） 

圏央道延伸 

大栄JCT-松尾横芝IC（2024年度開通予定） 

レジャー等 

ディズニーランド新エリアオープン(2020年4月予定) 
浦安に｢トイ･ストーリー｣ホテルオープン(2021年度予定) 
木更津に｢ポルシェ･エクスペリエンスセンター｣オープン(2021年予定) 

地公体 
の絵 

大学 
の絵 

個人 
の絵 

企業 
の絵 

 工場に加え 
 オフィスも誘致 

 生産･物流拠点 

 成田空港機能強化の 
 経済波及･効果の最大化 

 医療･福祉･健康産業 

 生産･物流拠点 

 環境未来都市 

 イノベーション創出拠点 

 生産･物流拠点 

 観光産業を基軸とした交流拠点 

 日本版CCRC 

 サテライトオフィス 

出所：千葉県経済同友会 

   ｢千葉県の30年後の将来像｣ 

安心･安全･快適･便利 

成田空港の機能強化及び
高速道路網を活かした経
済圏の広がり 

立地を生かした産業育成 

千葉県の目指すべき方向性 

地方自治体 

地元企業 大学 

地域住民 

 自治体の地方創生事業の        
設立支援 

 ちばぎん総研での地方版 
総合戦略等の支援事業 

 地方公共団体とのリレー
ション強化 

 企業誘致･地域開発の強化 

 地方創生融資･ファンドを 
活用した金融面からの地方
創生支援 

 災害復興ファンドなどの自然
災害の復興支援･対応力強化 

 企業誘致による地域雇用創出 

 大学等と連携した高齢者研
究コンソーシアムの構築 

 首都機能の分担 

 医療･福祉･ 
   健康産業 

歴史的資源の活用 

 古民家､運河等の活用 

 日本文化発信の促進 

その他 

 郡部への移住促進 

 スポーツ関連施設の活性化 

 空き公共施設の利活用 

地方企業･自治体等のIT化 

 博物館のICT化支援 

 自治体窓口のキャッシュレス導入 

サイクルツーリズム促進 

 自転車寄付 

 スタンプラリー 

地域資源の活用 

 星空保護区認定 

 スポーツ関連施設の活性化 

郡部への移住促進 

地方自治体との連携 

 キャッシュレス化促進 

 収納業務効率化促進 

 空き公共施設の利活用 

地域課題解決力の向上による地方創生の取組強化 重要戦略③ 

地域の特性に合わせた地方創生 

常磐･つくばEX沿線 成田空港周辺･印旛地域 

東京湾岸地域 

銚子･九十九里･南房総 

アクアライン･ 
圏央道沿線 

 地方公共団体･金融機関双方にとって負担の
大きい収納業務の省人化･効率化を促進 

〔2020年3月〕ALSOK､横浜銀行と 
｢税･公金等の取扱に関する連携協定｣締結 

New 

 市役所窓口におけるキャッシュレス決済導入 
 ⇒他の自治体へも拡大へ 

〔2020年2月〕習志野市が当行の 
｢キャッシュレス加盟店サービス｣導入 

New 

 日本版シリコンバレー 

 マザー工場､ 
    高付加価値化 

京葉工業地域 

地方創生の事例 
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第１４次 中期経営計画 
 

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

※郡部の人口減少幅が大きい 

• 主要営業エリアを５つの地区に分けると、「常磐地区」 
「近東地区」「東京地区」の人口は、増加。 

• 一方、「千葉Ⅱ地区」の人口は▲10.58％と大きな減少が
見込まれている。 

 店舗・チャネル 

館山エリア 
7店舗 

斜線 : 2015～2025年に人口増加が見込まれる市区町村 

常磐地区 

人口増減 +0.74％ 

※人口増減 ：  
 2015～2025年の増減率 

東京地区 

+3.88％ 

近東地区 

+1.17％ 

千葉Ⅰ地区 

▲1.25％ 

千葉Ⅱ地区 

人口増減  ▲10.58％ 

(12月1日時点推計値) 

2019/12時点 
増減率の順位 

都道府県 
2015/10～の増減率 

2019/12時点 2025/10見込み 

1位 東京都 +3.25％ +2.45％ 

2位 沖縄県 +1.55％ +2.42％ 

3位 埼玉県 +1.00％ ▲0.87％ 

4位 愛知県 +0.96％ ▲0.37％ 

5位 千葉県 +0.91％ ▲1.68％ 

－ 全国平均 ▲0.74％ ▲3.58％ 

※2025/10見込みは、「国立社会保障･人口問題研究所」2018年調査 

（仮想店舗･両替出張所･店舗内店舗 
 を含まず） 

支店 
出張所等 千葉県 県外 海外 

1992年3月末 163 11 4 178 

新設 +16 +16 +4 +36 

廃止 (店舗内店舗へ移行を含む) ▲33 ▲4 ▲2 ▲39 

増減 ▲17 +12 +2 ▲3 

2020年3月末 146 23 6 175 

人口動態に合わせた｢成長地域の新規出店｣｢人口減少地域店舗の廃止」
を通して、常に店舗網をコントロールし最適化を継続 

【環境認識】都道府県別 人口増加率 

    ｢千葉Ⅰ｣｢常磐｣｢近東｣地区の稠密店舗網を見直し 方針① 

郡部におけるブロック集約体制を実現 
（まず館山ブロックで試行開始） 

お客さまとの接点を確保
しながら、効率化 

相談対応力向上に向けた 
店舗機能の高度化･最適化 

リモート端末を活用
した専門人員による

相談態勢構築 

店頭手続き効率化による
お客さま利便性の向上 

タブレット端末 
で取引完了 

ペーパーレス 

印鑑レス 

ATM機能 
高度化 

相談対応力向上と効率化を両立させる店舗ネットワークの実現 

支店 
本部 

本部支援体制の強化 

お客さま接点の強化を支える店舗機能などの最適化 重要戦略④ 

 お客さまとの接点を確保
しながら、効率化 

 捻出した人員を戦略的に
再配置 

 ｢館山エリア営業部｣に各支店長のノウハウの
共有や地域情報の集約を図る 

 ｢館山事務センター｣に営業店事務を集約 

効率性とリレーション維持の両立を 
目的とした営業･事務の集約を実現 

（まず館山エリアで試行開始） New 

継続的な店舗網の最適化 

店舗機能 

地域の特性に合わせた新たな店舗戦略 

土日営業､夜間営業の拡大 

TSUBASA Smile 

電子契約取
引の拡大 
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第１４次 中期経営計画 
 

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

 基本方針Ⅱ 

Ⅰ お客さまに寄り添い共に進化し続けます 

「未来へ、超える」価値の提供 【将来に向けた新たなサービス・事業の取組み】   
 
お客さま起点で、銀行の枠組みに捉われない新たなサービスの開発･ 
事業領域の開拓に取組む 

目指す姿 

お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます Ⅱ 

提携戦略を高度化します Ⅲ 

サステナブルな経営を実現します Ⅳ 
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第１４次 中期経営計画 
 

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

29万 
50万 

54万 

80万 
102万 

2020/3 2023/3 5年後 

TSUBASA Visa 
デビットカード 

 デジタル・情報① 

【新】 

ちばぎん 

アプリ 

ちばぎんアプリ 

預金・運用・ローン 

初心者でも手頃に運用、 
いつもの取引は10秒完結 

 
 
 
 アプリ投信 

積立NISA 

アプリローン 

AI相談 
AI家計診断 

来店予約 

行動データの蓄積 

決済･ウォレット･
キャッシュレス 

追加認証導入 

振込 
LINEPayチャージ 

デビットカード 
利用明細照会 

口座通知サービス 
(残高不足､振込入金) 

ちばぎんIDの 
機能拡大 

サブスクリプションサービス 

外部事業者と連携しながら、 
付加価値の高いサービスを提供 

外部サービス 
との連携 

 
 

行内連携 

通帳アプリ 

CRM 

インターネット
バンキング 

API 

ちばぎん

ID 

ちばぎん

ID 

API API 

キャッシュレス 

2017年 2025年 

千葉県の小売市場規模 約15兆円 

キャッシュレス比率 20％ 40％ 

千葉県のキャッシュレス 市

場規模 推定 
3兆円 6兆円 

【環境認識】千葉県のキャッシュレス市場規模 

当行の千葉県における
高い市場シェア 
・貸出40.4％ 
・預金26.4％ 
等を活用して、推進 

0.6 

20.5 

▲2.8 

10.6 

2020/3見込み 2023/3計画 

(億円) 

業務粗
利益 

業務純
利益 

推進対象となる県内法人 

約8.2万社 

0.9 

4.4 

▲6.3 

1.2 

1年目 3年目 

(億円) 

業務粗 
利益 

業務純

利益 

TSUBASA VISA デビットカード発行 

法人IDによる 
包括的な認証 

外部サービスとの 
連携 

法人IBとの連携 

お客さまに選ばれる、地銀トップクラスの非対面チャネルへ 

見たい情報に 
すぐにアクセス 

スマホで 
簡単手続き 

通帳・印鑑なしで 
取引完結 

WEBで気軽に 
相談 

第1フェーズ（2020年4月予定） 

第2フェーズ 第3フェーズ 

・顧客接点＝ちばぎんID（メールアドレス）の獲得基盤構築 

・店頭でしかできなかった手続き 
・追加認証を導入し決済機能を拡充 

・パーソナライズ情報の発信 
・初心者向けの運用、手軽なローン 
 

ちばぎんアプリリニューアル 

照会・振替機能 

使いやすさの改善 

通帳アプリの普及拡大 

収集メールアドレスの活用 

ちばぎんIDの機能拡大 

店舗とデジタルを一体提供し、 
価値を最大化 

目指す 

顧客体験 

法人ポータル 

個人 

法人 

口座残高照会・ 
振込・振替 

5年目（計画） 

■加盟店数    約2万社 
■取扱高 約8千億円 

5年目（計画） 

■会員数    約50万人 
■取扱高   約5百億円 

3千 

14千 

2020/3 2023/3

加盟店事業（2019/10～） 

カード事業 

取引履歴・行動データ等の情報分析・活用の高度化 

新たなお客さま層へのアプローチ 
稼働率の引き上げ 

お客さまの利便性・満足度の向上 

■営業企画部 情報戦略室 

 マーケティング戦略を統括 

 ホームページ・SNS・CRM・データ

ベースマーケティング 

 データ活用に関する企画・各部支援 

デジタルテクノロジーや情報資源の活用による新たな価値の提供 重要戦略⑤ 

加盟店数 

ちばぎん 
アプリ 

 

顧客体験の刷新 

法人 
ポータル 

外部サービスとの連携 
 
 
 
 

 
 

預金･運用･ 
ローン等 

決済･キャッシュレス･ 
ウォレット 

行内連携 API 

API 

金融機能 非金融機能 

相談機能の提供 
諸届受付･ 
決算書等受入 

属性や取引状況に 
応じた情報発信 

家計・資金繰り管理 

カード会員数（グループ） 

2020/3        2023/3 5年後 
 見込み          計画 

キャッシュレス 

国際ブランド･電子マネー･モバイル決済に対応可能な 

「マルチ決済端末」を無償で提供※し、お客さまの 

キャッシュレスサービスの導入を支援。 

カード事業 
New 

TSUBASA Visaデビットカード 

〔2020年度上期～〕 

銀行本体で発行開始 
を予定 

加盟店事業 

〔2019年10月～〕 

 銀行本体で加盟店事業に参入 

 お客さまのキャッシュレス 
サービス導入を支援 

加盟店数（グループ） 

3千 
18千 20千 34千 
49千 51千 

2020/3 2023/3 5年後 

本体加盟店事業 

2020/3        2023/3  5年後 
 見込み          計画 
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ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

デジタル・情報② 

49万人 

150万人 

2020/3 下 2023/3 計画 2020/3        2023/3 
 見込み           計画 

アプリ･ 
インターネットバンキング

利用者 

デジタル顧客数 

公共料金＋税金 

金融サービス SNS・EC（地域商社） 

交通･病院･ヘルスケア 店舗 

アプリ提供 行動データ蓄積 

公共料金 税金 携帯料金 

コンビニ 飲食店 

ちばぎんパートナー加盟店 

病院 

家計簿 

ローン 

保険 ミニ投資 

貯蓄 
航空券･旅行予約 地域商社 

お客さま：簡単に納税 

事業者：税収納率UP 

当   行：事務効率化 

オトクなクーポン 

生活密着度の向上 

客数増加 

お財布がなくてもバスに乗れる 
健康維持・あんしん 

行動データ、口座メイン化 

現金管理不要 

便利に買い物 
口座アラート 

デジタルの 
つながり強化 

売上増加 

最適なタイミング
で提案してくれる 

商品の多様化 

ユーザー獲得 

タクシー・バス JR(Suica) 私鉄･京成
(PASMO) 

ヘルスケア 

ちばぎんアプリを「くらしとつながるアプリ」へ 

 地域におけるお客さまの生活の起点となり、生活のさまざまなシーンで使われるアプリを目指す 

 お客さまや行員の声を反映しながら利便性の向上に向けた改善を続けるとともに、さまざまな事業者との連携を進める 

電車 

SNS オンライン･ショッピング 

N 

https://www.google.co.jp/url?sa=i&url=https://www.4s-dental.com/blog/?m=201608&psig=AOvVaw1d-vvu_TO8K5yw28dQamWw&ust=1584009007101000&source=images&cd=vfe&ved=0CAIQjRxqFwoTCNj0o8qbkugCFQAAAAAdAAAAABAO


23 23 

第１４次 中期経営計画 
 

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 
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 新事業 

新事業 

投資計画 

項目 前中計 新中計 主な投資 前中計比 

戦略的投資 83 130 +47 

対お客さま向け 23 80 +57 

新事業､地域商社 
アプリ､法人ポータル 
データ活用高度化 

経営体制強化 59 50 ▲9 
RPA･AI活用 
効率化･ペーパーレス化 
大規模災害対策 

通常管理投資 114 120 +6 

店舗建替え･移転 
事務機器更改､新硬貨対応 
法制度対応､システム更改 

投資合計  
 (本部棟除き) 197 250 +53 

本部棟建替え 207 153 ▲54 

総投資額 404 403 ▲1 

 新中計の戦略実現に向け、戦略的投資130億円を計画 

 新事業･デジタル等の対お客さま向け投資を前中計比+57億円の80億円に
増額。 

 本部棟建替え除きでは、250億円を計画。本部棟建替え含みでは前中計か
らほぼ変わらず。 

銀行という枠組みを超えた様々な新事業を検討 

情報分析の高度化 

口座履歴 
Web 

行動履歴 

カード 
利用履歴 

アプリ 
利用履歴 

取引履歴 

様々な

データ 

データベース化 

 購買特性等の把握によるプッシュ通知機能の拡充や事前与信の提
供 

 金融取引の情報分析に基づくライフプラン･生活スタイルの提案 

 情報分析に基づく潜在ニーズ把握･事業ポートフォリオ見直し等､
コンサルティングの高度化 

既存ビジネス 

地域の課題 

取引先・ 
他金融機関 

規制緩和等 

■新事業戦略担当 

■新事業共創プロジェクト 
 （千葉・横浜パートナーシップ） 

 API共通基盤との接続拡大 

 ビジネスコンテスト受賞アイデアの具現化 

 古民家・空き施設活用 

 外国人向け・高齢者向けサービス 

 地域商社設立 

 異業種連携プラットフォーム構築 

 店舗空きスペースを活用したシェアオフィス設置 

 遊休不動産の有効活用 

 金融仲介プラットフォーム子会社 

 取引先等への業務改善コンサルティング 

 グループ会社機能の提供拡大 

税公金収納のキャッシュレス化、自治体の効率化支援 

県内初の取組みとして、習志野市の市役所窓口における住民票や税務証明
書等の手数料支払いにキャッシュレス決済を提供しており、他の自治体の
収納事務のキャッシュレス化も推進しています。 

既存ビジネスの枠組みを超えた新たなサービスの創出や新事業の展開 重要戦略⑥ 

外部パートナーとの連携 

当行グループのノウハウ･機能の提供 

規制緩和等を踏まえた検討 
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ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

 基本方針Ⅲ 

Ⅰ お客さまに寄り添い共に進化し続けます 

他行･異業種との連携を深め、既存業務の深掘りと 
当行グループ単独では実現困難な新たなサービスや事業の創出を実現する 

目指す姿 

お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます Ⅱ 

提携戦略を高度化します Ⅲ 

サステナブルな経営を実現します Ⅳ 
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～未来へ、つながる・超える～ 

7億円 

87億円 

122億円 

2017/3 2020/3見込み 5年累計 2023/3計画 

5年累計効果額は 
当初目標100億円 
を上回る見込み 

 他行連携 

千葉・横浜 
パートナーシップ 

広域かつ大規模な連携によるスケール
メリットを活かした事業の展開 

地銀トップ行同士のノウハウを活用 
した先進的なサービスや新事業の創出 

あらゆる分野における連携を志向した 
相対での協業施策の深化 

200億円 

2019/7 2023/3計画 5年累計 

(2024/3) 

2019/7  
提携開始 

連携効果 累計･両行合計額 

連携効果 累計･両行合計額 

2017/3   2020/3  5年累計  2023/3 
 実績    見込み   (2021/3)   計画 

トップライン増強 

 可能な限りの共同化を検討 

 東京エリアにおける協業の強化 

 グループ会社活用による 
    ソリューション多角化 

コスト削減 

トップライン増強 

＋ 

 都内を中心としたファイナンス手法 
高度化･協働の強化 

 海外拠点の相互活用 

 運用商品の共同組成 

 住宅ローン商品の共同企画 

 高齢者向けの新たなビジネス創出 

 

法人 

 都内における法人営業の強化 

 M&Aやビジネスマッチング業務の強化 

 シンジケートローン共同組成・相互参加 

 海外拠点の相互活用 

個人 
 運用商品の共同組成 

 富裕層や高齢者向けの 
        新たなビジネス創出 

主な協業施策 

地方 
創生 

 地域活性化に向けた 
      共同プロモーション 

その他 

 新事業共創プロジェクト 

 共同研修の実施 

 ファンド共同組成 

 グループ会社における協働の強化 

他行連携の高度化 重要戦略⑦ 

コスト削減 

トップライン増強 

＋ 

千葉 
第四 
北越 

中国 伊予 東邦 北洋 武蔵野 滋賀 

共通する機能･間接部門の集約 
ノウハウ･人材の共有による生産性向上 

共通する機能･部門を集約し生産性向上 

商品 コンプラ リスク 事務 システム 監査 

本店所在地 

店舗所在地 

合計総資産は
メガバンクに
次ぐ規模 

 各種システム共同化の一層の促進 

 大型投資案件など海外での共同ビ
ジネス展開 

 各行にTSUBASA専担者を配置 
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～未来へ、つながる・超える～ 

 

高齢者向けサービス 

介護事業者 

 

マイカー 

カーディーラー 

 異業種連携 

異業種連携による 
新サービス提供数30件を目指す 

異業種のビジネスモデルに 
関する調査･研究 

 新事業戦略担当者の拡充 

 外部情報の収集強化 

異業種のノウハウを活かした
新事業や高度なサービス創出 

 マーケットプレースの構築を 
検討 

 介護事業者等と連携した高齢者
サービス展開 

異業種からの 
中途採用･人材交流の拡大 

 異業種トレーニーの新設 

 フィンテック企業への出向 

 異業種からの中途採用強化 

連携 

ファンドなどを通じた 
戦略的投資の拡大 

投資 
出資 

異業種企業 

企業 
の絵 

企業 
の絵 

＜4店舗を展開中＞ 

 千葉プラザ店 
 船橋プラザ店 
 柏の葉キャンパス店 
 ひまわりラウンジ津田沼店 

証券 

企業 
の絵 

金融業 

信託 

企業 
の絵 

保険 

企業 
の絵 

フィンテック 

企業 
の絵 

拡大 

 富裕層向けビジネス 

 相続 

 

 災害支援 

 新サービス 

 

非金融業 

コンサル 

企業 
の絵 

IT 

企業 
の絵 

介護事業者 

企業 
の絵 

その他 

企業 
の絵 

 M&A 

 ビジネスマッチング 

 事業承継 

 IT導入 

 

 高齢者向けサービス 

 

 地方創生 

 新サービス 

海外進出 

M&A 

事業承継 余資運用 

販路拡大 

資本増強 

設備投資 

デジタル化 

多角化 

商品開発 

人材確保 

保険 

お客さま起点で捉えた場合に､銀行グループだけでは解決できない悩みやニーズ
に対して､広範な異業種との連携を活用して最適な解決策･サービスを提供 

結婚 

こども誕生 

マイカー リフォーム 

マイホーム 

買い物 

相続 

旅行 

教育 

安心な老後 

もしもの備え 

医療 

金融業 非金融業 

連携 連携 

5店舗展開中 拡大 

 

富裕者層向けビジネス 

運用商品 

証券 

 

相続関連 

信託 

 

新サービス 

フィンテック 

 

各種保険 
災害支援 

 

保険 

 

M&A､事業承継 

ビジネスマッチング 

コンサル 

 

IT導入 

IT企業 

 

マイホーム 

ハウスメーカー 

 

保育･教育 

保育所 

医療機関 

飲食店 

旅行会社 

薬局 

ショッピン
グモール 

小売業者 
リース会社 

カード会社 

異業種との連携強化 重要戦略⑧ 

個人のお客さま 法人のお客さま 

広範な異業種と連携し､｢個人のお客さまのあらゆるライフスタイル｣｢法人のお客さまの
様々なニーズや課題｣にお応えするための「相談チャネル｣｢サービス」を提供 
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～未来へ、つながる・超える～ 

 基本方針Ⅳ 

Ⅰ お客さまに寄り添い共に進化し続けます 

• 職員の成長と自律的な挑戦を促し､高いモチベーションを持って 
働くことができる組織を構築する 

• 地域社会の持続的な成長を支えるSDGsの取組みを進める 
• 外部環境の変化への対応や新事業の創出を支える 
強固なガバナンス･コンプライアンス･リスク体制等を構築する 

目指す姿 

お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます Ⅱ 

提携戦略を高度化します Ⅲ 

サステナブルな経営を実現します Ⅳ 
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 人材 

 抜本的な業務改革、店舗ネットワークの見直しにより、200名を捻出。 

 中計における各種施策の実現のため、本部企画・推進部門・営業店・グループ会社に150名を再配置。 

 専門領域を持った人材の育成のため、年間50名程度の「育成人材枠」を設け、本部トレーニーや外部企業等への派遣を強化。 

捻出 再配置 

効率化 200 営業店 130（30） 

店舗見直し 100 本部 100 

本部 100 G・育成枠 70（50） 

退職等減少 100 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2020/3 2023/3

G他 本部 営業店 

 事業領域の拡大等を担う専門人材の活躍 
 

・デジタル（システム関連の新技術含む） 
・カード事業 
・人材紹介 
・経営コンサルティング 
・異業種連携 
 

■専門領域育成者（3年間累計） 
 150名程度 
 

36人 
50人 

2020/3 2023/3

働き 
やすさ 

働きがい 

高い 
モチベー
ション 

多様な人材の活躍 
パーソナルデータの蓄積･活用 

制度・環境整備 成長支援 

 女性活躍の一層の推進 

 障がい者雇用の一層の充実 

 シニア・パートタイム職員の活躍機会の拡大 

働きがいのある会社づくりと人材育成の強化（組織風土と人材） 重要戦略⑨ 

ダイバーシティ推進 

育成人材枠･中途採用の強化 

中途採用人数 

見込み 計画 

専門人材の育成 

■システム部門 
データ更新を伴う大規模な中核
業務システム構築が可能 

レベル４ 

レベル３ 

レベル２ 

レベル１ 

(例) デジタル人材育成体系 

■デジタル企画部門 
デジタルツールを活用した商品
やサービス企画･運用が可能 

■本部非IT部門担当者～管理職 
RPAで字部署の業務を改善できる 
大まかにシステムを企画設定できる 

■営業店･本部各部門担当者 
デジタルの基礎地祇気がある 
基礎ツールを使える 

【まずベースを作る】 

全行的デジタルリテラシー向上 

(新入行員研修･階層別研修･ 
     ホリデーカレッジ) 

【DX施策を遂行できる人材育成】 

①デジタル人材スキルを定義 

②要件を満たす人材に重層的な 
 デジタル研修を実施 

※内部･外部トレーニー制度も活用 

 モバイル端末等のインフラ整備、テレワーク促進 

 新本部棟の中央階にフリーエリアを配置 

    ・フロア･部署が異なる行員同士がボーダレスに交わり、 
     アジャイルアプローチを通じた企画力向上 

働き方改革 
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 RPA･AI等を活用し業務フローを再構築 
 

 
 
 
 
 

2  

20  

2020/3 2023/3

(万時間) 

17  

20  

2020/3 2023/3

(百万円) 

 BPR 

 抜本的な業務改革、店舗ネットワークの見直しにより、200名を捻出。 

 中計における各種施策の実現のため、本部企画・推進部門・営業店・グループ会社に150名を再配置。 

 専門領域を持った人材の育成のため、年間50名程度の「育成人材枠」を設け、本部トレーニーや外部企業等への派遣を強化。 

捻出 再配置 

効率化 200 営業店 130（30） 

店舗見直し 100 本部 100 

本部 100 G・育成枠 70（50） 

退職等減少 100 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2020/3 2023/3

G他 本部 営業店 

より少ない人員で業務運営が可能な態勢の構築 
さらなる収益増強に向けた 

250  

100  

200  

人員捻出計画 

抜本的な業務改革 

店舗ネットワーク・ 
機能の最適化 

前中計施策の効果発現 
(融資･店頭店内業務効率化) 

店頭態勢の見直し 
(ローテラーの営業人員化) 

100名 

うち100名 

うち150名 

捻出・再配置 約400名            
（2020/3末行員数 約4,100名）  

現行  

自動化 省力化 
生産性向上・ 
人員捻出・ 
店舗見直し 

やめる・ 
簡素化 

共通化・ 
汎用化 

他行との 
共同化など 

・サポートオフィス（営業店事務の集約拠点）業務 
・営業担当が行っている定型的な情報収集業務 
・その他共通的な定型業務 

RPA・AI 
等活用 

抜本的な 
見直し 

自動化 省力化 
生産性向上 

・人員捻出・ 
店舗見直し 

やめる・ 
簡素化 

共通化・ 
汎用化 

他行との 
共同化等 

現行 

※業務量削減：880名＝本部80、融資200、店頭店内600（行員460+CA等140） 
 中長期的な再配置：600名程度＝本部80、融資200、店頭店内300（ローテラー営業化160+CA等140は含まず） 
 2020/3迄捻出：380名＝本部80/80、融資100/200、店頭店内200/300（CA等30/140は含まず） 
 ただし、退職▲80、中途採用+50 ⇒再配置350名 
 
 

200名 

生産性の向上と多様なワークスタイルの実現 重要戦略⑩ 

＜システムリリース＞ 

• 営業店端末更改 

• TSUBASA Smile 
  （2020年1～7月） 

 
 
 
 
 

• 営業融資支援 
システム 

  （2020年2月） 

 

業務効率化推進室 

業務削減量 1人当たり業務純益 

見込み 計画 見込み 計画 

180  

100  

20  

50  

再配置計画 

県内・都内の中小企業への 
課題解決提案の強化 

デジタル活用・新事業関
連・異業種連携等の企画 

専門領域を持つ 
人材の育成 50名 

うち50名 

うち30名 

育成枠 

G会社 

 
本部 

 
 
 
 

営業店 

資産形成層への相談機能 
強化 (ライフ･パートナー) 

うち150名 

本部 

  （業務量削減） 

営業店 

 より少ない人員で業務運営が可能な態勢の構築 

 収益増強に向けた各種施策の実現のための人員再配置 

育成枠 

G会社 

本部 

営業店 

350名 
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第１４次 中期経営計画 
 

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

2019年12月 
TCFD（気候変動関連財務情報開示
タスクフォース）提言への賛同表明 

 SDGs 

テーマ 重要課題 SDGsのゴール 

地域経済 
社会 

地域経済とコミュニティの 
活性化に貢献します 

高齢化 
高齢者の安心・安全な生活を
支えます 

金融 
サービス 

より良い生活をおくるための
金融サービスを提供します 

ダイバー 
シティ 

ダイバーシティと働き方改革
を推進します 

環境保全 
持続可能な環境の保全に貢献
します 

持続的経営＝「長期志向」+ 
「社会価値（社会課題の解決）+経済価値」 

• 各種ガイダンス等に沿った統合報告書 
（ディスクロージャー誌）を作成・開示 

• ESG推進委員会等での議論を踏まえ、 
持続的成長に向けた戦略と非財務情報の 
一体的な開示の充実に努める 

  

統合報告書（2019年7月初刊） 

環境 
（Environment） 

社会 
（Social） 

ガバナンス 
（Governance） 

ESG課題への取組み（手段）による 
SDGsの達成（目標） 

目指す姿 

新本部棟の基本コンセプト 

 地域社会との共生 
 BCP（業務継続態勢）の強化 
 環境への配慮 
 働き方改革による生産性向上  

災害復興 

高齢者 
向け 

サービス 

自治体と
の連携 

取引先の
取組支援 

BCP態勢 

SDGs理念の浸透 
・継続的な実践 

TCFDへ
の対応 

2020年竣工予定 

地域一体となったSDGsの取組強化 重要戦略⑪ 

ちばぎんグループSDGs宣言 



31 31 

第１４次 中期経営計画 
 

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 

～未来へ、つながる・超える～ 

 経営管理態勢 

目指す姿 

33％ 
3/9名 

＜独立社外取締役比率＞ 

22％ 
2/9名 

＜女性取締役比率＞ 

監査役会 
 
 

オペレーション本部 

営業本部 

管理本部 

企画本部 

社外取締役 
社外監査役 

(審査部門) 

(内部監査部門) 

株主総会 

経営会議 

取締役会 
 
 
 
 

指名・報酬・経営 
諮問委員会 

 

監査役 
 
 

監査役室 

頭取 

(人事・秘書部門) 

■企業サポート部 

 与信方針等に関する企画、営業店への指導・モニタ
リング、個別案件審査、経営改善支援など、与信先
の審査と管理を一体化 

■コンプライアンス・リスク統括部 

 コンプライアンスとリスクを一体管理し、グループ
全体の広範なリスクを俯瞰的に統括・管理 

 

■品質管理部 

 お客さまの声の収集・対応、顧客保護をはじめとす
る各種モニタリング、本部・営業店への指導等の業
務を集約 

 お客さま本位の業務運営の高度化に加え、商品・
サービスや事務面の品質向上に向け、ミドル部門と
しての監督・牽制機能を強化 

■監査役室 

 業務執行者からの独立性を一層高め、監査役による
監査等の業務や監査役会を円滑に運営 

 

■営業企画部 情報戦略室 

 マーケティング戦略を統括 

 ホームページ・SNS・CRM・データ

ベースマーケティング 

 データ活用に関する企画・各部支援 

■グループCDTO※ 

※最高デジタル･トランスフォーメーション責任者 

 デジタル戦略をグループ横断的に進めてい
くための責任者を任命 

■デジタル推進委員会 

 ビジネスモデルの変革（デジタルトランス
フォーメーション）を実現するため、デジ
タル戦略と経営戦略の融合に向けた全体方
針や施策を検討・協議 

 頭取を委員長とする組織横断的な枠組み 

強固な経営基盤の構築 重要戦略⑫ 

デジタル戦略推進に向けた態勢強化 

New 
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本資料に関するご意見、ご感想、お問い合わせは 
下記ＩＲ担当までお願いいたします。 

 

株式会社 千葉銀行経営企画部（ＩＲ担当） 
 

Tel : 043-301-8459 
Fax: 043-242-9121 

E-Mail: ir@chibabank.co.jp 
 
 
 
 
 
  
    

本資料は、情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘
するものではありません。 
本資料に記載された事項の全部又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。 
本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を
保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境
の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。 



Memo 


